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平成25年12月２日 

各位 

会社名 株式会社ニッセンホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 佐村 信哉 

（コード番号 8248 東証第一部） 

問合せ先 取締役常務執行役員ＣＦＯ兼財務本部長 

筑紫 敏矢 

（Tel 075-682-2041） 

 

第三者割当による新株式発行に関するお知らせ 

 

当社は、平成25年12月２日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社セブン＆アイ・ホールディ

ングス（以下「セブン＆アイ・ホールディングス」といいます。）の完全子会社である株式会社セブン＆ア

イ・ネットメディア（以下「セブン＆アイ・ネットメディア」といいます。）に対し、第三者割当の方法によ

り新株式を発行すること（以下「本第三者割当増資」といいます。）について決議しましたので、お知らせい

たします。 

なお、本日公表いたしました「株式会社セブン＆アイ・ホールディングス及びその完全子会社である株式会

社セブン＆アイ・ネットメディアとの資本業務提携並びに株式会社セブン＆アイ・ネットメディアによる当社

株券に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ」に記載のとおり、当社は、セブン＆アイ・ネットメ

ディアによる当社普通株式を対象とする公開買付け（公開買付け期間：平成 25 年 12 月３日から平成 26 年１

月 22 日、買付価格：410 円、買付予定数の下限：18,444,400 株、買付予定数の上限：30,786,100 株。以下

「本公開買付け」といい、本公開買付け及び本第三者割当増資を総称して「本取引」といいます。）に賛同の

意見を表明しております。 

 

１．募集の概要 

（１） 払 込 期 日 平成26年1月29日（水）から平成26年３月31日（月）（注１） 

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式 24,732,700株（注２） 

（３） 発 行 価 額 １株につき410円 

（４） 調 達 資 金 の 額 10,140,407,000円 

（５） 募集又は割当方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 

第三者割当の方法によります。 

（セブン＆アイ・ネットメディア 24,732,700株） 

（６） そ の 他 

本第三者割当については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件と

します。また、本第三者割当増資は、本公開買付けの成立及び当社とセブ

ン＆アイ・ホールディングス及びセブン＆アイ・ネットメディアとの間の

平成25年12月２日付け資本業務提携契約書（以下「本資本業務提携契約

書」といい、本資本業務提携契約書に基づく資本業務提携を「本資本業務

提携」、本資本業務提携契約書に基づく業務提携を「本業務提携」といい

ます。）に定める前提条件が満たされることを条件とします。本資本業務

提携契約の内容については、後記「２．募集の目的及び理由」「（２）本資

本業務提携契約書の概要」をご参照ください。 

（注１） 本第三者割当増資に関しては、平成 26 年１月 29 日から同年３月 31 日までを会社法上の払込期間として決議し

ており、当該払込期間を払込期日として記載しております。払込期間を平成26 年１月 29 日から同年３月31 日まで

とした理由は、本第三者割当増資における払込日を本公開買付けにおける決済開始日と同日とすることを予定して

いるところ、本公開買付けの買付期間が延長され、払込日も延期される可能性があるためです。 
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（注２） 割当先であるセブン＆アイ・ネットメディアからは、本公開買付けによる取得分及び本第三者割当増資による

取得分を合わせて、本第三者割当増資後のセブン＆アイ・ネットメディアの当社に対する完全希薄化ベースの議決

権割合（セブン＆アイ・ネットメディアが所有することになる当社普通株式数を分子とし、当社発行済株式総数

（※１）から自己株式数（※２）を控除した数に当社が発行する新株予約権の目的となる普通株式数（※３）を加

算した数を分母として算出される割合をいいます。以下、完全希薄化ベースの議決権割合について同様です。）を

50.1％とするために必要な数の株式（100株未満切上げ）について払込みがなされることになっております。そのた

め、割り当てられた株式の全部又は一部について払込みのない可能性があります。 

※１ 「当社発行済株式総数」としては、当社が平成 25 年 11 月１日に提出した第 44 期第３四半期報告書に記載

された平成25年９月20日現在の当社発行済株式総数（63,473,832 株）に本第三者割当増資により発行され

る当社普通株式数を加算した数を使用いたします。 

※２ 「自己株式数」としては、当社が平成25 年 10 月 25 日に公表した「平成25年 12 月期 第３四半期決算短信

〔日本基準〕（連結）」に記載された平成 25 年９月 20 日現在の当社の所有する自己株式数（2,797,707 株）

を使用いたします。 

※３ 「当社が発行する新株予約権の目的となる普通株式数」としては、当社が平成 25 年３月 18 日に提出した第

43期有価証券報告書に記載された平成25年２月28日現在の当社の平成24年７月20日付け取締役会決議に

基づき発行された新株予約権の目的となる当社普通株式数（773,000 株）を使用いたします。なお、当社の

第 44 期第３四半期報告書に記載のとおり、当社が平成 25 年３月 18 日に提出した第 43 期有価証券報告書に

記載された平成 23 年６月３日開催の取締役会決議に基づき発行された新株予約権は、平成 25 年６月 20 日

をもって権利確定条件が達成されなかったことにより失効しております。 

 

２．募集の目的及び理由 

（１）セブン＆アイ・ネットメディアと当社の本資本業務提携の目的 

当社グループは、昭和 45 年の設立以来、お客様に喜んでいただける商品やサービスを、電話カタログや

インターネット等を通じて、ダイレクトにお届けすることを事業の根幹として活動を行っております。また、

当社は、昭和63年10月に株式会社大阪証券取引所（当時）（以下「大阪証券取引所」といいます。）市場

第二部にその発行株式を上場し、平成 14 年 12 月には大阪証券取引所市場第一部に上場、平成 15 年７月に

は株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第一部に上場しています。昨年に

はギフト専業者として全国約3,000店舗のネットワークを持つ会社であるシャディ株式会社を完全子会社化

することによりグループに迎え入れ、全国店舗ネットワーク、今後大きな市場となるシニア顧客、コスト競

争力のあるギフト・生活関連商品などをあらたに経営資源に加えることができました。 

当社グループでは、新たなるニッセングループ中期経営計画「Nissen Vision 50」（当社の平成 25 年３

月 14 日付けプレスリリース「『新中期経営計画 Nissen Vision 50』に関するお知らせ」をご参照くださ

い。）に基づき、成長戦略の５つの柱である顧客支持ナンバーワン戦略・次世代 One-to-One 戦略・バ

リューリーダーＭＤ戦略・オープンユーザビリティ戦略・Ｍ＆Ａ＋アライアンス戦略に基づき、将来的に大

きく飛躍できる企業グループを目指し鋭意取り組みを進めてまいりました。しかしながら、当社グループの

通販事業においては、インターネットや携帯電話、最近ではスマートフォンの急速な普及により、マーケッ

ト規模は成長する一方で、業種、業態の垣根を越えた競争が激化しております。通販への顧客のニーズは本

や衣料から食品や高額商品まで多種多様に広がっており、また顧客もヤング層からシニア層まで多くの方が

通販を活用するようになる中、一層の商品品質やサービスの強化が求められています。こうした経営環境の

下、国内マーケットにおける盤石な体制と競争優位を築くことが急務となっています。また当社グループの

ギフト事業においては、冠婚葬祭における返礼ギフトマーケットが成熟する中で、商品やサービス面での量

と質を向上させ、顧客に魅力のある提案力とコスト競争力を強化する必要に迫られています。 

このような環境の下、減収に歯止めをかけ、顧客基盤の再構築と新たなビジネスモデルへのチャレンジ

のため、財務基盤を早急に改善し、将来の成長に向けた施策の積極的な推進が不可欠と判断しております。 

当社グループとセブン＆アイ・ネットメディアを含むセブン＆アイ・ホールディングスグループは、こ

れまで長年に亘り様々な形で対話を繰り返してまいりました。こうした中、本年入り後、両社協業の可能性

につき具体的な協議を開始するに至り、その過程で、「お客様や商品を大切にし、弛まぬ品質向上と、より
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高い価値を提供し続けることを目指す」という考え方は、両社企業文化の根幹として共通するものであるこ

とが確認でき、このように共通する価値観を有する両社が手を合わせ、補完性の高い双方の経営資源を有効

活用することにより、新しい価値をお客様に提案することができるとの結論に達しました。さらに、セブン

＆アイ・ネットメディアによる本公開買付け及びセブン＆アイ・ネットメディアを割当先とする本第三者割

当増資により、セブン＆アイ・ホールディングスグループの中でＩＴサービス関連事業経営の統括するセブ

ン＆アイ・ネットメディアが当社の総議決権の過半数を有することとなり、百貨店、ＧＭＳ、専門店、コン

ビニエンスストアなど多様な小売り形態を有するセブン＆アイ・ホールディングスグループと当社グループ

が同一グループとなることで、強固な資本関係のもとで協力することができ、双方の経営資源のより円滑な

相互活用、各々の自力成長を超えたレベルでの企業価値の創造・拡大が可能となり、当社はセブン＆アイ・

ネットメディアを含むセブン＆アイ・ホールディングスグループのリアルとネットを融合、複数の販売チャ

ネルをシームレスに接続することを目指すオムニチャネル戦略を共同で推進する中で、競合他社との差別化

された顧客への商品やサービス提案ができるとの判断に至ったことから、今般、本資本業務提携を行うこと

に合意いたしました。 

そこで、セブン＆アイ・ネットメディアは、当社の総議決権の過半数を取得して当社を子会社及びセブ

ン＆アイ・ホールディングスの連結子会社とすることを目的に、本公開買付けを行い、当社は本公開買付け

に賛同意見を表明するとともに、セブン＆アイ・ネットメディアを割当先とする本第三者割当増資を実施す

ることとなりました。なお、本第三者割当増資につきましては、借入金返済による有利子負債圧縮を通じた

当社の財務基盤強化及び業務提携の具体化を速やかに進め、提携後の成長戦略を確固たるものとするための

諸施策推進やそのための設備投資資金確保を目的としたものであります。 

 

（２）本資本業務提携契約書の概要 

   本資本業務提携契約書の概要は以下のとおりであります。 

（ア）目的 

本業務提携を通じてセブン＆アイ・ホールディングスグループと当社グループが互いに協力して継

続的に発展していくこと、及びセブン＆アイ・ネットメディアが当社の総議決権の過半数を取得して

当社をセブン＆アイ・ホールディングスの連結子会社及びセブン＆アイ・ネットメディアの子会社と

することを目的として、本取引を実施する。 

（イ）業務提携及び経営体制 

①セブン＆アイ・ホールディングス及びセブン＆アイ・ネットメディアと当社は、下記の内容の業務

提携をおこなうものとし、その詳細は別途協議の上決定する。 

（1）顧客開拓における相互協力 

（2）マーケティング、販促における相互協力 

（3）取扱商品拡充に向けた相互協力 

（4）商品開発、ＳＰＡ（製造小売）に関する相互協力 

（5）物流、システム、決済等のインフラ利用に関する相互協力 

②セブン＆アイ・ホールディングス及びセブン＆アイ・ネットメディアは、本取引の完了を条件とし

て、当社の常勤取締役１名及び非常勤取締役２名を指名する権利並びに当社の取締役の中から代表

取締役１名を指名する権利を有し、当社は、セブン＆アイ・ホールディングス及びセブン＆アイ・

ネットメディアが当該権利に従って指名した者を候補者とする取締役選任議案を当社の株主総会に

おいて上程するために必要な措置及びセブン＆アイ・ホールディングス及びセブン＆アイ・ネット

メディアが指名した候補者が代表取締役として選定されるために必要な措置をとる。また、セブン

＆アイ・ホールディングス及びセブン＆アイ・ネットメディアが当社並びにその重要な子会社及び

関連会社の取締役及び監査役について協議が必要であると認める場合には、当社は、当社の指名・

報酬委員会における決定に先立ち、セブン＆アイ・ホールディングス及びセブン＆アイ・ネットメ

ディアと協議を行う。 
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（ウ）本公開買付けに関する事項 

①当社は、セブン＆アイ・ネットメディアによる本公開買付けに係る買付期間の満了までの間、当社

の取締役及び監査役全員（但し、湊谷惠雄取締役及びスコット・トレバー・デイヴィス監査役を除

く。）の出席のもと出席取締役の全会一致により行われた本公開買付けに賛同する旨の取締役会決

議を維持し、これを撤回又は変更する取締役会決議を行わない。 

②(a)当社が本公開買付けに対する賛同意見表明を維持・継続すること又は(b)対抗公開買付けへ反対

意見表明を行うことが、当社の取締役の善管注意義務又は忠実義務に違反するおそれが相当程度あ

ると当社が合理的に判断する場合には、当社は上記①の義務を免れる。 

③本公開買付けに関するその他の事項については、当社の平成 25 年 12 月２日付けプレスリリース

「株式会社セブン＆アイ・ホールディングス及びその完全子会社である株式会社セブン＆アイ・

ネットメディアとの資本業務提携並びに株式会社セブン＆アイ・ネットメディアによる当社株券に

対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ」をご参照ください。 

（エ）本第三者割当増資の実施 

①当社は、セブン＆アイ・ネットメディアを引受人とする本第三者割当増資を行うものとし、セブン

＆アイ・ネットメディアは当社が発行する募集株式の総数を引き受けるものとする。但し、(ⅰ)当

社が本公開買付けに対する賛同意見表明を維持・継続すること又は(ⅱ)対抗公開買付けへ反対意見

表明を行うことが、当社の取締役の善管注意義務又は忠実義務に違反するおそれが相当程度あると

当社が合理的に判断する場合には、セブン＆アイ・ホールディングス及びセブン＆アイ・ネットメ

ディアと当社は、本第三者割当増資に係る取締役会決議を維持し、本第三者割当増資を実行するか

どうかについて事前に誠実に協議を行うものとする。 

②セブン＆アイ・ネットメディアは、セブン＆アイ・ネットメディアが引き受けた当社株式のうち、

セブン＆アイ・ネットメディアが本公開買付けにより取得する当社株式と合計して、本第三者割当

増資に係る払込み後のセブン＆アイ・ネットメディアの当社に対する完全希薄化ベースの議決権割

合を約50.1％とするために必要と想定される数の株式（但し、100株未満を切り上げた数）につい

て払込みを行うものとする。但し、本払込日において、(ⅰ)本第三者割当増資に関して当社が提出

した有価証券届出書の効力が有効に発生していること、(ⅱ)本公開買付けに係る決済が開始されて

いること、(ⅲ)当社の表明及び保証について重大な誤りが存在しないこと、(ⅳ)本資本業務提携契

約に基づき、本払込日までに当社が履行し又は遵守すべき義務が、重要な点において全て履行され、

又は遵守されていること等の、本資本業務提携契約に定められた条件が全て満たされていることを

前提条件とする。なお、当該前提条件が満たされない場合であっても、セブン＆アイ・ネットメ

ディアがその裁量により本第三者割当増資に係る払込みを行うことは妨げられない。 

（オ）終了事由 

本資本業務提携契約は、（ⅰ）平成 26 年２月末日までに本公開買付けが開始されなかった場合、

及び(ii)本公開買付けが開始されたにもかかわらず、本公開買付けが撤回され、又は不成立となった

場合には終了する。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（注１） 

① 払 込 金 額 の 総 額 10,140,407,000円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 63,000,000円（注２） 

③ 差 引 手 取 概 算 額 10,077,407,000円 

（注１） 「１．募集の概要（注２）」に記載したとおり、セブン＆アイ・ネットメディアに割り当てられた株式の全部又

は一部について払込みのない可能性があるため、払込金額の総額、発行諸費用の概算額及び差引手取概算額は、変

動する可能性があります。上記金額は、募集株式の全株式について申込みがあったものとして計算した、最大値で

あります。 

（注２） 発行諸費用の内訳は、ファイナンシャル、リーガルアドバイザリーフィー（28,000 千円）、登記費用等（35,000

千円）です。 
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（２）調達する資金の具体的な使途 

上記の差引手取概算額につきましては、当社におけるオンラインショッピングサイトにおける使い勝

手やポイント機能の改修などネット対応強化のためのＩＴ投資のほか、セブン＆アイ・ホールディング

スグループとの本資本業務提携に関連して、セブン＆アイ・ホールディングスグループ各社の店頭や各

種媒体からの新規顧客開発費（カタログやネット・チラシ等のセブン＆アイ・ホールディングスグルー

プ顧客向けの顧客開発費用やプロモーション費用等）及び通販商品のコンビニエンスストア（ＣＶＳ）

における受取やセブン＆アイ・ホールディングスグループ各社との業務の受委託などを実現することに

より提携効果を最大化させるためのＩＴ投資や物流投資、並びに、財務基盤の強化のため金融機関から

の借入金の返済等に充当する予定であります。具体的な使途及び支出予定時期につきましては、以下の

とおりです。 

 

 具体的な使途（注） 金 額（百万円） 支出予定時期 

① ネット強化等のＩＴ投資 2,000 
平成26年４月～ 

平成27年３月 

② 
セブン＆アイ・ホールディングスグループから

の新規顧客開発費 
1,500 

平成26年７月～ 

平成27年３月 

③ 業務提携効果最大化のためのＩＴ及び物流投資 1,500 
平成26年７月～ 

平成27年３月 

④ 金融機関からの借入金の返済 5,077 
平成26年３月～ 

同年６月 

（注）「１．募集の概要（注２）」に記載したとおり、割り当てられた株式の全部又は一部について払込みのない可能性が

あり、そのときには手取概算額は減額されることになりますが、その場合は資本業務提携先であるセブン＆アイ・

ホールディングスグループから借入などの資金面での支援を受けることで、上記項目を実施してまいります。なお、

この場合における支出予定時期に関しては、現時点では未定であるものの、資金調達の時期及び金額等を踏まえ、セ

ブン＆アイ・ホールディングスグループと協議し、それぞれの効果等を確認しながら、優先順位の高いものから実施

する予定です。 

また、支出までの資金管理につきましては、銀行預金で運用する予定であります。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

上記「２．募集の目的及び理由」に記載のとおり、当社は、減収に歯止めをかけ、顧客基盤の再構築と

あらたなビジネスモデルへのチャレンジのため、財務基盤を早急に改善し、将来の成長に向けた施策の積極

的な推進が不可欠と判断しております。そして、本第三者割当増資における調達資金を、セブン＆アイ・

ホールディングスグループ等からの新規顧客開発費及び通販商品のコンビニエンスストア（ＣＶＳ）におけ

る受取やセブン＆アイ・ホールディングスグループ各社との業務の受委託など提携効果を最大化させるため

のＩＴ投資や物流投資に充てることにより、当社の収益拡大に貢献することが期待でき、また、借入金返済

により、当社の財務基盤の強化を図ることができます。 

したがって、上記「３．（２）調達する資金の具体的な使途」に記載した資金使途には合理性があると判

断しております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

発行価額につきましては、本第三者割当にかかる新株式発行の取締役会決議日の直前営業日である平

成25年11月29日の東京証券取引所における当社株価の終値を参考に、割当先であるセブン＆アイ・

ネットメディアとの協議により、本公開買付けにおける買付価格と同額である金 410 円といたしました。 

なお、当該価額は東京証券取引所（平成25年７月12日以前は株式会社大阪証券取引所）における当

社株式の取締役会決議日の前営業日である平成25年11月29日の終値322円に対し27.33％のプレミア

ム、決議前１ケ月（平成25年10月30日～11月29日）終値平均である317円（円未満切捨て）に対し
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ては29.34％のプレミアム、決議前３ケ月（平成25年８月30日～平成25年11月29日）終値平均であ

る320円（円未満切捨て）に対しては28.13％のプレミアム、決議前６ケ月（平成25年５月30日～平成

25年11月29日）終値平均である321円（円未満切捨て）に対しては27.73％のプレミアムとなってお

ります。 

この発行価額は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱に関する指針」では、原則として取締役

会決議日の直前営業日の株価に0.9を乗じた額以上の価額であることとされており、当該指針に準拠す

るものであるとともに、当社が本公開買付けに関する意見表明を行うにあたり、その公正性を担保すべ

く、セブン＆アイ・ネットメディア及び当社から独立した第三者算定機関であるＧＣＡサヴィアン株式

会社から取得した平成25年11月29日付け株式価値算定の結果（市場株価法 ：317円から322円、ＤＣ

Ｆ法 ：338円から439円。当該価格算定の詳細は、当社の平成25年12月２日付けプレスリリース「株

式会社セブン＆アイ・ホールディングス及びその完全子会社である株式会社セブン＆アイ・ネットメ

ディアとの資本業務提携並びに株式会社セブン＆アイ・ネットメディアによる当社株券に対する公開買

付けに関する意見表明のお知らせ」をご参照ください。）に鑑みても適正であり、本第三者割当増資は、

特に有利な発行価格に該当しないものと判断しております。 

なお、平成25年12月２日開催の取締役会に出席した監査役２名（うち１名は社外監査役。なお、ス

コット・トレバー・デイヴィス氏はこの審議には参加しておりません。）が、上記算定根拠による払込金

額の決定は、当社株式の価値を表す客観的な値である市場価格を基準とし、かつ日本証券業協会の「第

三者割当増資の取扱に関する指針」に準拠したものであり、当社の直近の財政状態及び経営成績を勘案

し、適正かつ妥当であり、特に有利な発行価格には該当しない旨の意見を表明しております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

割当先であるセブン＆アイ・ネットメディアは、平成 25 年 12 月２日に、当社普通株式を対象とする

本公開買付けを公表する予定であります。本公開買付けが成立した後、申込期日に、割当予定先である

によるセブン＆アイ・ネットメディアからは、本公開買付けによる取得分及び本第三者割当増資による

取得分を合わせて、本第三者割当増資後のセブン＆アイ・ネットメディアの当社に対する完全希薄化

ベースの議決権割合を 50.1％とするために必要な数の株式（100 株未満切上げ）について払込みがなさ

れることになっております。そして、本第三者割当増資により発行する新株式は、最大で 24,732,700 株

であり、当社の発行済株式総数（63,473,832 株）の 38.97％（小数点以下第三位を四捨五入）、当社の総

議決権個数（606,301個）の40.79％（小数点以下第三位を四捨五入）にあたります。 

しかしながら、当社は、上記「２．募集の目的及び理由」に記載したとおり、財務基盤の改善と、将

来の成長に向けた施策の積極的な推進が不可欠と判断しているところ、セブン＆アイ・ホールディング

スグループと当社グループが同一グループとなることで、両社の企業価値の創造・拡大が可能となり、

また、当社はセブン＆アイ・ネットメディアを含むセブン＆アイ・ホールディングスのオムニチャネル

戦略を共同で推進する中で、競合他社との差別化された顧客への商品やサービス提案ができ、かつ、借

入金返済による有利子負債圧縮を通じた当社の財務基盤強化を図ることができ、ひいては当社の企業価

値の最大化を図ることができるとの判断しております。また、本第三者割当増資における発行価格は、

当社の平成 25 年 11 月 29 日の市場株価（終値）に対して約 27.33％のプレミアムを加えたものであり、

当社株式の１株当たりの経済的価値への影響を考慮しても相当であると考えております。したがって、

セブン＆アイ・ネットメディアを割当先とする本第三者割当増資は、公募増資、株主割当又は新株予約

権によるライツ・オファリングとは異なり、セブン＆アイ・ホールディングスグループとの提携による

成長施策の推進が可能であり、また、金融機関等からの借入と異なり財務基盤の改善が可能となること

から、本第三者割当増資の規模及び希薄化率は合理的であり、当社及び株主の皆様への影響という観点

からみて相当であると判断しております。 

以上より、当社取締役会は、本第三者割当増資により、当社普通株式につき１株当たりの議決権比率

が希薄化するものの、本資本業務提携によって収益拡大と財務基盤の強化が達成され、当社の企業価値

の向上、更には当社株主にとっての利益向上に資すると考えられるため、本第三者割当増資は、当社の

企業価値の向上及び株主価値の向上に不可欠かつ相当であると判断しております。なお、本第三者割当
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増資は、本公開買付けに関連して行われるものであるところ、当社取締役のうち湊谷惠雄氏はセブン＆

アイ・ネットメディアと本公開買付けにかかる応募契約を締結しているユーシーシーホールディングス

株式会社（兵庫県神戸市中央区港島中町七丁目７番７号（登記簿上の表記は、兵庫県神戸市中央区多聞

通五丁目１番６号）、グループＣＥＯ代表取締役社長 上島豪太、以下「ＵＣＣ」といいます。）の取締

役を兼務しており、会社法（平成 17 年法律第 86 号。その後の改正を含みます。）第 369 条第２項に定

める特別の利害関係を有する取締役に該当する可能性を否定できず、利益相反の疑いを回避する観点か

ら、上記の当社取締役会の審議及び決議には参加しておりません。また、当社の監査役のうちスコッ

ト・トレバー・デイヴィス氏は、セブン＆アイ・ホールディングスの取締役を兼務しているため、上記

取締役会の審議には参加しておりません。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

（１） 名 称 株式会社セブン＆アイ・ネットメディア 

（２） 所 在 地 東京都千代田区二番町８番地８ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 後藤 克弘 

（４） 事 業 内 容 ＩＴ／サービス事業分野の全体統括を担う中間持株会社 

（５） 資 本 金 7,665百万円（平成25年２月28日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 平成20年７月11日 

（７） 発 行 済 株 式 数 306,400株 

（８） 決 算 期 ２月末日 

（９） 従 業 員 数 ( 単 体 ) 19名（平成25年２月28日現在）（注１） 

（10） 
主 要 取 引 先 

ＩＴ／サービス事業分野の全体統括を担う中間持株会社につき、該当事項

はありません。 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社三井住友銀行 

（12） 大株主及び持株比率 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 100％ 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 

人 的 関 係 

当社の社外監査役であるスコット・トレバー・デイヴィス氏は、セブン＆

アイ・ネットメディアの100％親会社であるセブン＆アイ・ホールディン

グスの社外取締役を兼務しております。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態（注２） 

決算期 平成23年２期 平成24年２期 平成25年２期 

 純 資 産 9,709百万円 15,226百万円 15,400百万円

 総 資 産 9,715百万円 15,259百万円 17,443百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 58,351.69円 49,695.96円 50,261.80円

 営 業 収 益 4百万円 31百万円 34百万円

 営 業 利 益 △43百万円 △45百万円 △125百万円

 経 常 利 益 △42百万円 △37百万円 △115百万円

 当 期 純 利 益 △43百万円 △1,496百万円 △71百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △499.64円 △6,949.96円 △234.19円

 １ 株 当 た り 配 当 金 ― ― ― 
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（15） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単純合算）（注２、３、４） 

決算期 平成23年２月期 平成24年２月期 平成25年２月期 

 純 資 産 17,675百万円 21,444百万円 26,837百万円

 総 資 産 29,788百万円 40,480百万円 45,743百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 106,222.76円 69,987.09円 87,588.13円

 営 業 収 益 25,506百万円 33,825百万円 38,644百万円

 営 業 利 益 △1,693百万円 △2,080百万円 63百万円

 経 常 利 益 △1,691百万円 △2,047百万円 135百万円

 当 期 純 利 益 △1,922百万円 △3,779百万円 △265百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △22,007.53円 △17,630.06円 △959.56円

 １ 株 当 た り 配 当 金 ― ― ― 

（注１） セブン＆アイ・ホールディングスからの出向者を含みます。 

（注２） １株当たり指標については、セブン＆アイ・ネットメディアの期中平均株数を用いております。 

（注３） 単純合算の対象となっている会社は、子会社４社（株式会社セブンネットショッピング、株式会社セブンカル

チャーネットワーク、株式会社セブン＆アイ出版、株式会社セブンドリーム・ドットコム）及び関連会社３社

（ぴあ株式会社、株式会社日テレ７、株式会社リンクステーション）です（平成25年２月末時点）。 

（注４） 関連会社については、各社の純利益に持分割合を乗じたものを経常利益及び当期純利益に合算しております。 

 

※ 割当予定先であるセブン＆アイ・ネットメディアは、東京証券取引所市場第一部に上場しているセブン

＆アイ・ホールディングスの 100％子会社であります。また、当社は、割当予定先から、割当予定先並び

に割当予定先の役員及び主要株主が反社会的勢力等である事実、反社会的勢力等が割当予定先の経営に

関与している事実、割当予定先並びに割当予定先の役員及び主要株主が資金提供その他の行為を行うこ

とを通じて反社会的勢力等の維持、運営に協力若しくは関与している事実、並びに、割当予定先並びに

割当予定先の役員及び主要株主が意図して反社会的勢力等と交流を持っている事実は一切ないことの確

認書を受領しており、また、その旨の確認書を東京証券取引所に提出しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

前記「２．募集の目的及び理由」に記載たとおり、財務基盤の改善と、将来の成長に向けた施策の積

極的な推進が不可欠と判断しており、当社がセブン＆アイ・ネットメディアを含むセブン＆アイ・ホー

ルディングスグループと強固な資本業務提携関係を構築することが両社の企業価値向上に資するとの判

断に至り、セブン＆アイ・ネットメディアを割当先に選定いたしました。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

当社は、セブン＆アイ・ネットメディアから、当社株式を長期的に保有する方針であることを書面で

確認しております。 

なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が払込期日から２年以内に本件第三者割当により発行さ

れる当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対し書面により報告すること、

当社が当該報告内容を東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されるこ

とに同意することにつき、確約書を取得する予定です。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先であるセブン＆アイ・ネットメディアの資金等の状況については、セブン＆アイ・ホール

ディングスの 100％子会社であり、同グループにおけるキャッシュ・マネジメント機能を担っている株式

会社セブン＆アイ・フィナンシャルセンター（以下「セブン＆アイ・フィナンシャルセンター」といい

ます。）からの融資により本第三者割当増資に係る払込みを行う旨の説明を受けております。また、セブ

ン＆アイ・ネットメディアは、セブン＆アイ・フィナンシャルセンターから、セブン＆アイ・ネットメ

ディアと別途協議の上定める具体的条件（金利・期間等）により、110 億円を限度として融資を行う用意
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がある旨の融資証明書を取得しており、当社は、当該融資証明書を確認しております。なお、当社は、

セブン＆アイ・フィナンシャルセンターに融資のための資金力があることをセブン＆アイ・フィナン

シャルセンターの預金残高により確認しております。以上より、同社の資金等の状況については、当社

への払込日時点において要する資金については、特段問題なく、同社による本第三者割当増資の払込み

に関して確実性があるものと判断しております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成25年６月20日現在） 募 集 後（注１） 

ユーシーシーホールディングス株式会社 19.98％ 株式会社セブン＆アイ・ネットメディア 48.95％

合同会社ＴＨＮ 5.54％ 株式会社りそな銀行 1.85％

ティーエイチエヌケイマンインク（常任代

人 ＳＭＢＣ日興証券株式会社） 
3.54％

株式会社京都銀行（常任代理人 資産管

理サービス信託銀行株式会社） 
1.84％

株式会社りそな銀行 2.57％ ニッセン共栄会 1.76％

株式会社京都銀行（常任代理人 資産管理

サービス信託銀行株式会社） 
2.56％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社(信託口) 
1.70％

ニッセン共栄会 2.45％ 日本ユニシス株式会社 1.70％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社(信託口) 
2.37％ 川島 哲男 1.50％

日本ユニシス株式会社 2.37％ 株式会社ブレストシーブ 1.31％

川島 哲男 2.08％ 大日本印刷株式会社 1.18％

株式会社ブレストシーブ 1.82％
ステートストリートバンクアンドトラス

トカンパニー505103 
1.03％

（注１） セブン＆アイ・ネットメディアによる本公開買付けの結果により、同社の本第三者割当増資における払込み株

式数が変動する可能性がありますが、募集後の持株比率は、募集株式の全株式について払込みがあったものとして

計算しております。また、ＵＣＣ、合同会社ＴＨＮ（以下「ＴＨＮ」といいます。）及びティーエイチエヌケイマン

インク（以下「ＴＨＮケイマン」といいます。）は、セブン＆アイ・ネットメディアとの間で、平成25年12月２日

付けで公開買付応募契約を締結し、ＵＣＣ、ＴＨＮ及びＴＨＮケイマンが保有する当社株式の全部について本公開

買付けに応募する旨の合意をしていることから、本公開買付けにより、ＵＣＣ、ＴＨＮ及びＴＨＮケイマンの保有

株式の全てがセブン＆アイ・ネットメディアに移転するものと仮定しております。なお、本公開買付けにおける応

募株券等の総数が買付予定数の上限（30,786,100株）を超える場合は、その超える部分の全部又は一部の買付けは

行われず、金融商品取引法第27条の13第５項及び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣

府令第32条に規定するあん分比例の方式により決済がなされることから、募集後におけるＵＣＣ、ＴＨＮ及びＴＨ

Ｎケイマンの持株比率については変動する可能性があります。 

（注２） 持株比率は小数点以下第三位を四捨五入しております。 

 

８．今後の見通し 

本第三者割当増資による平成25年12月期の当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本公開買付けが成立し、かつ、本第三者割当が実行された場合は、割当予定先であるセブン＆アイ・ネッ

トメディアは、当社の支配株主となる予定です。 

そのため、当社は、当社及び当社の経営者から独立した者からの当該大規模な第三者割当についての意見

の聴取のため、過去において当社及び割当予定先と人的関係、取引関係及び出資関係のない独立した者とし

て、当社社外取締役である駒田敏雄氏及び山口利昭氏並びに当社社外監査役である山田修氏を選定し、当該

３名を構成員とする第三者委員会（委員長：駒田敏雄氏、以下「本第三者委員会」といいます。）に対し、

本第三者割当増資に関して、本第三者割当増資の必要性及び相当性（①本第三者割当増資による資金調達を

行う必要性があるか、②他の手段との比較において、本第三者割当増資を選択することが相当であるか、③

資金調達の使途に合理性が認められるか、④当社のおかれた状況に照らして本第三者割当増資の発行条件の
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内容が相当であるか、⑤セブン＆アイ・ネットメディアを割当先として選定することに合理性があるか、⑥

50.1％を上限としてセブン＆アイ・ネットメディア対して割り当てることは相当であるか）について意見を

求めました。 

当社が本第三者委員会から平成25年 12月２日付けで入手した本第三者割当増資に関する意見の概要は以

下のとおりです。 

 

（本第三者委員会の意見の概要） 

（ア）結論 

本第三者割当増資による資金調達については、その必要性及び相当性が認められる。 

（イ）検討 

①本第三者割当増資による資金調達を行う必要性があるか 

ⅰ）当社における第三者割当による資金調達の必要性 

当社はセブン＆アイ・ホールディングスとの資本業務提携を行い、業務提携効果を確実にする

ための当社の財務基盤強化及び提携における諸施策に本件増資による資金の充当を見込んでい

る。当社の事業環境を考えると、このような他社との提携が不可欠であり、通販事業の将来性

を補完するための商品開発から販売網の拡大、販売チャネルの多角化を打開できる程度の企業

グループとの資本業務提携を合意し、資金調達を図る必要性は認められる。 

ⅱ）本件スキームによる資金調達と不公正発行規制 

仮に本公開買付け手続により、買付上限である50.1％の当社株式をセブン＆アイ・ネットメ

ディアが取得した場合には、本第三者割当増資手続は行われないことになるが、資本業務提携

のスキームが成功した場合には当社に資金が投入され、それは当社の発展及び業績向上に資す

るものである。したがって、本公開買付けの結果によっては本第三者割当増資が行われない可

能性があるとしても、本第三者割当増資（もしくは本第三者割当増資を決定すること）の必要

性があることには変わりはなく、本件スキームにおける第三者割当の方法については、少なく

とも当社のような個別具体的な資金調達の必要性を考慮したうえであれば著しく不公正な方法

による新株発行には該当しない。 

②他の手段との比較において、本第三者割当増資を選択することが相当であるか 

他の選択肢としては公募増資や株主割当による資金調達の手法が考えられるが、その実効性が不透

明な状況であり、一方、セブン＆アイ・ホールディングスグループとの資本業務提携を締結するこ

とにより、当社の財務基盤が強化され、資金投資の必要な諸施策を遂行できることになれば、その

企業価値の向上が図られるとともに、一株価値が向上することが予想される。したがって、他の手

段との比較からみても、本件スキームによる第三者割当の方法を選択することには相当な理由があ

る。 

③資金調達の使途に合理性が認められるか 

本第三者割当増資による資金調達については、業務提携効果を確実にするための当社の財務基盤強

化及び資本業務提携における諸施策（設備投資等を含む）に充当することが見込まれている。本第

三者割当増資による資金調達分をこられの戦略の早期展開に充当しなければならないのは明らかで

ある。なお、かりに本第三者割当増資が行われない場合においても資金需要があることに変わりは

なく、この場合は、セブン＆アイ・ホールディングスグループより資金面での支援が行われること

になる。したがって、本第三者割当増資による資金調達には合理性が認められる。 

④当社のおかれた状況に照らして本第三者割当増資の発行条件の内容が相当であるか 

発行価額については、本第三者割当にかかる新株式発行の取締役会決議日の直前営業日である平成

25 年 11 月 29 日の東京証券取引所における当社株価の終値を参考に、割当先であるセブン＆ア

イ・ネットメディアとの協議により、本公開買付けにおける買付価格と同額である金410円とされ

ているところ、かかる発行価額は、本年 11 月 29 日現在の時価である 322 円（同日終値）に約

27.33％のプレミアムをのせた金額である。また、本第三者割当増資は本公開買付けの買付数の変

動にかかわらず実行されることが確定しているものであること、本年11月29日現在における株価

形成の過程において特に株価操作等が行われたことを推認させる事実は見当たらないことからすれ

ば、その発行価額の有利性については本年11月29日現在の時価である322円を基準に考えること
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が妥当であり、合理的な期間の平均値を参考にしながら決定することには相当の理由が認められる。

なお、ＧＣＡサヴィアン株式会社による株式価値算定の結果からみても、基準額322円は不適切な

ものではない。したがって、本第三者割当増資による発行価額である410円は、基準となる322円

と比較しても「特に有利な金額」に該当することなく、本第三者割当増資の発行条件は相当である

ことが認められる。 

⑤セブン＆アイ・ネットメディアを割当先として選定することに合理性があるか 

当社の主力事業である通販事業、ギフト事業において、セブン＆アイ・ホールディングスグループ

との資本事業提携（当社がセブン＆アイ・ホールディングスグループの連結子会社となること）に

より、両社が一体となってオムニチャネル戦略を進めることが実現でき、まさに当社に大きな企業

価値向上の機会が付与されることになる。したがってセブン＆アイ・ネットメディアを割当先とし

て選定することには合理性がある。 

⑥50.1％を上限としてセブン＆アイ・ネットメディアに対して割り当てることは相当であるか 

本件スキームは、当社の企業価値を向上させるためのものであり、また、（当社が完全子会社化さ

れるものではないことから）当社の一般株主にとっては今後の当社の企業価値向上に期待をして本

公開買付けに応じないとの判断もありうる。つまり、本件スキームは当社の一般株主の利益保護に

資するものと言える。また、本公開買付けと同時に本第三者割当増資を決議し、結果としてセブン

＆アイ・ホールディングスグループによる当社株式取得の上限を 50.1％とすることは、双方の事

業戦略を効率的に進めることに資するものと言える。したがって、50.1％を上限としてセブン＆ア

イ・ネットメディアに対して割り当てることは相当である。 

 

以上のとおり、本第三者委員会からは、本第三者割当増資につき必要性及び相当性が認められるとの意見

が得られております。 

そして、平成25年 12月２日開催の取締役会において、本第三者委員会の上記意見を参考に充分に討議・

検討された結果、既存株主への影響を勘案しましても、本第三者割当増資の発行数量及び株式の希薄化の規

模は、合理的であると判断いたしました。なお、上記「５．（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理

的であると判断した根拠」に記載のとおり、当社取締役の湊谷恵雄氏は、特別な利害関係を有するため、当

該取締役会の審議及び決議には参加しておりません。また、当社監査役のスコット・トレバー・デイヴィス

氏は、当該取締役会の審議には参加しておりません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成22年12期 平成23年12期 平成24年12期 

連 結 売 上 高 137,392百万円 140,715百万円 176,613百万円

連 結 営 業 利 益 3,196百万円 2,708百万円 602百万円

連 結 経 常 利 益 2,846百万円 2,882百万円 988百万円

連 結 当 期 純 利 益 3,001百万円 2,377百万円 239百万円

１株当たり連結当期純利益 59.10円 46.81円 4.00円

１ 株 当 た り 配 当 金 9.00円 12.00円 12.00円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 471.71円 508.75円 486.60円
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（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成25年９月20日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 
63,473,832株

（自己株式を含む。）
100.00％

現時点の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 

773,000株

（注）
1.22％

下限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－ －

上限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－ －

（注） 「現時点の転換価額（行使価額）における潜在株式数」については、当社が平成25年３月18日に提出した第43

期有価証券報告書に記載された平成25年２月28日現在の当社の平成24年７月20日付け取締役会決議に基づき発

行された新株予約権の目的となる当社普通株式数（773,000株）であります。 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期 

始  値 273円 411円 355円

高  値 417円 604円 472円

安  値 265円 330円 301円

終  値 417円 350円 321円

（注） 東京証券取引所(市場第一部)における株価であります。 

 

② 最近６か月間の状況 

 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

始  値 336円 314円 319円 321円 325円 315円

高  値 339円 343円 334円 330円 325円 333円

安  値 304円 311円 314円 320円 312円 309円

終  値 314円 317円 322円 324円 317円 322円

（注） 東京証券取引所(市場第一部)における株価であります。 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成25年11月29日 

始  値 325円

高  値 326円

安  値 320円

終  値 322円
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（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

・第三者割当増資 

払 込 期 日 平成24年３月30日 

調 達 資 金 の 額 4,566,060,000円（差引手取概算額） 

発 行 価 額 １株につき360円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
63,416,332株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 

自己株式処分 12,626,000株 

新株発行   57,500株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
63,473,832株 

割 当 先 ユーシーシーホールディングス株式会社 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
シャディ株式会社の株式の取得費用の一部に充当 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成24年３月30日 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 

調達した資金は、平成 24 年３月 30 日に、シャディ株式会社の株式の取得費用の

一部に充当いたしました。 

 

11．発行要項 

（1） 発行新株式数 普通株式 24,732,700株 

（2） 発行価額 1株につき金410円 

（3） 資金調達の額 金10,140,407,000円 

（4） 資本金組入額 1株につき金205円 

（5） 資本金組入額の総額 金5,070,203,500円 

（6） 募集又は割当方法 第三者割当の方法によります。 

（7） 割当先 株式会社セブン＆アイ・ネットメディア 24,732,700株 

（8） 申込期日 平成26年１月28日から同年３月31日 

（9） 払込期日 平成26年１月29日から同年３月31日 

(10) 特記事項 割当先であるセブン＆アイ・ネットメディアからは、本公開買付け

による取得分及び本第三者割当増資による取得分を合わせて、本第

三者割当増資後のセブン＆アイ・ネットメディアの当社に対する完

全希薄化ベースの議決権割合を 50.1％とするために必要な数の株

式（100 株未満切上げ）について払込みがなされることになってお

ります。そのため、割り当てられた株式の全部又は一部について払

込みのない可能性があります。 
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12．その他の事項 

本公開買付けが成立し、かつ、本第三者割当が実行された場合（本公開買付けにおいて、買付予定数の

上限以上の応募があり、本第三者割当増資が行われない場合を含みます。）は、割当予定先であるセブン＆

アイ・ネットメディアは、本公開買付けによる取得分及び本第三者割当増資による取得分を合わせて、セブ

ン＆アイ・ネットメディアの当社に対する完全希薄化ベースの議決権割合が 50.1％となる株式を保有する

こととなる予定であり、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当し、また、セブン＆アイ・ホール

ディングスは、セブン＆アイ・ネットメディアの 100％親会社であることから、セブン＆アイ・ホールディ

ングスも当社の親会社に該当する見込みでありますが、セブン＆アイ・ホールディングス及びセブン＆ア

イ・ネットメディアの異動後の議決権の数及び議決権所有割合は、本公開買付け及び本第三者割当増資の結

果により変動するため、当該異動については、確定次第、お知らせいたします。 

また、当社の主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社であるＵＣＣは、セブン＆アイ・ネットメ

ディアとの間で、平成25年12月２日付けで公開買付応募契約を締結し、ＵＣＣが保有する当社株式の全部

について本公開買付けに応募する旨の合意をしているため、本公開買付けが成立した場合には、当社の主要

株主である筆頭株主及びその他の関係会社から外れる見込みでありますが、ＵＣＣの異動後の議決権の数及

び議決権所有割合は、本公開買付け及びそれに伴う本第三者割当増資の結果により変動するため、当該異動

については、確定次第、お知らせいたします。 

 

以 上 


